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１.所有者不明森林問題への対応
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• 近年、森林所有者の不在村化や世代交代等により、所有者不明の森林が多く発生。

• このため、民間の取組だけでは事業地の確保ができず、施業の集約化や手入れが必要な森林における間伐等の森林整
備が進まない状況。

• 所有者不明森林を放置すると、更なる相続の発生により、共有状態が悪化し、所有者の特定が更に困難になるおそれ。

長年登記されていない森林がある
（中小都市・中山間地域で最後の登記から50年以上が経過し

ている割合）

資料：法務省（不動産登記簿における相続登記未了土地調査）（平成29年）
注：全国10か所の地区（調査対象数約10万筆）で相続登記が未了となっているおそれのあ

る土地の調査を実施。調査対象土地に係る自然人名義の所有権の登記がいつされたの
かを調査し、その経過年数を把握。

○我が国の森林を取り巻く課題と事例

32%

11%

A市の事例

 16ha、登記名義人45名の森林について、戸籍謄本等785通取得、
確知した相続人184名。

 相続人の探索から、おおむね完了するまでに約26週（探索段階で死
亡等がある場合の追跡調査を含めると約1年）を要した。

資料：林野庁「森林管理状況評価指標整備に関する検討委員会」資料より

I町の事例

 37ha（2筆）、登記名義人44人の森林について、町と司法書士が連
携して探索し、戸籍謄本等330通を取得、確知した相続人304名。

 相続人探索から、完了するまでに174日、司法書士及び補助者合計
2名による作業時間延べ約111時間を要した。

資料：林野庁「令和4年度所有者不明森林等における探索等工程調査」資料より

O市の事例

 0.2ha（１筆）、登記名義人7名の森林について、登記簿の内容を確
認したところ、登記簿には氏名しか記載されていなかった。

 土地の所在地を本籍地と仮定して戸籍の請求を試みたが、該当はな
かった。

資料：林野庁「令和3年度所有者不明森林等における探索等工程調査」資料より
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（１）所有者不明森林問題

 所有者が不明な森林がある
（登記簿情報だけでは所有者に連絡がつかない割合）

宅地 農用地 林地 合計

20.8% 24.5% 33.4% 25.6%

資料：国土交通省
「令和５年度地籍調査における土地所有者等に関する調査」
注：ここでの「所有者不明」としては、登記簿上の登記名義人（土地所有者）の登記簿上の住所

に、調査実施者から現地調査の通知を郵送し、この方法により通知が到達しなかった場合
を計上。なお、当該年度の地籍調査箇所での結果であり、全国的な数値を示すものでは
ない。

宅地 田・畑 山林 全体

10.6% 23.5% 32.3% 26.6%



（２）所有者不明森林問題への対応

○所有者不明森林への対応

□新たに森林の土地の所有者となった場合に市町村長への届出を義務付け、森林の土地の所有者の異動
を把握。

森林の土地所有者届出制度

☞年間約４.７万件の届出（令和５年度）

（平成24年4月1日施行）

□共有林の所有者の一部が特定できない又は所在不明で共有者全員の同意が得られない場合、公告等
の一定の手続きを経て、当該共有林において立木を伐採及び伐採後に造林することが可能。

共有者不確知森林制度

☞令和５年度末までに、３件（１１９ha）の共有林について公告・裁定を実施

（平成29年4月1日施行）

□森林の土地の所有者や境界測量の状況などの情報を地番ごとに整理した林地台帳を、登記簿情報を基
に市町村で整備し、林業事業体等へ情報提供。

林地台帳制度

☞令和元年度から民有林が所在する全ての市町村（1,614）で運用開始
☞令和２年６月より固定資産課税台帳情報を市町村で内部利用が可能に

（平成29年4月1日施行）

□森林所有者の意向を確認し、所有者自らが経営管理を実行できない場合、市町村が森林の経営管理の
委託を受ける仕組みを創設。

□森林所有者の一部又は全部の所在が不明な場合、探索・公告等の一定の手続きを経て、市町村が経営
管理の委託を受けることが可能。

森林経営管理制度

☞令和6年度末までに１,１60市町村において約１18万haの意向調査を実施
☞令和6年度末までに173市町村が所有者探索に取り組む

（平成31年4月1日施行）

• 平成24年度以降、所有者不明森林の発生防止のため、森林の土地所有者届出制度、林地台帳制度などを導入。

• 令和元年度に「森林経営管理制度」を創設。市町村が所有者から経営管理の委託を受けることを可能にするとともに、
所有者が不明な場合でも、経営管理の受託を可能とする「特例措置」を導入。

4



２.所有者探索の基本
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（1）森林経営管理制度における森林所有者の探索のポイント

A) 公的書類（e.g. 登記簿謄本、戸籍謄本、住民票、林地台帳…）による探索が基本

B) 特に、登記名義人の「戸籍」を探し出すことがポイント

C) 公的書類が取得できない（ ＝「戸籍」が見つからない）場合は、

不明森林所有者として扱って差し支えない

（ただし、不明森林所有者の情報を有すると思われる者がいる場合は、聞き取り等が必要）

① 当該森林の土地を現に占有する者（ 例:林道管理者、電柱を立てている者等 ）

② 当該森林について所有権以外の登記された権利を有する者（ 例:賃借権や抵当権等を設定している者 ）

③ 意向調査により不明森林共有者関連情報を有すると思料される者（ 例:森林所有者ではないと回答した者、前の森林所有者等 ）

④ 市町村が保有する情報に基づく者（ 例:森林の土地の所有者となった旨の届出に記載された前の所有者等 ）

不明森林所有者の情報を有すると思われる者（４類型）とは
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（2）登記簿
• 森林の土地及び立木に関する「登記事項証明書」により、所有権及び所有権以外の権利を有する者の氏名と住所を確認

することが可能。
• 登記事項証明書は、登記所（法務局）から取得。最寄りの法務局で、管轄外地域の証明書を取得することも可能。

これは登記記録に記録されている事項の全部を証明した書面である。

平成●●年●月●●日
●●法務局　●●出張所

※下線のあるものは抹消事項であることを示す。 整理番号　　●●●●

所有権保存

受付年月日・受付番号

平成２年１月１１日

第●●●●●号

権利者その他の事項

共有者　●●市●丁目●番●号

　持分　３分の２
　●●　●●
　持分　３分の１
　▲▲　▲▲

登記官　　　●●　●●

表題部　（土地の表示） 調製

1

1

2

●●市●丁目　●●番の土地

●●市●丁目　●●番地　家屋番号　●●番

の建物

1

1

共同担保目録

記号及び番号 （あ）第2340号

番号 担保の目的である権利の表示 順位番号 予備

権利部（乙区）　（所有権以外の権利に関する事項）

順位番号 登記の目的

1

調製 平成3年3月3日

受付年月日・受付番号 権利者その他の事項

原因：平成３年２月２２日金銭消費貸借同日設定

債権額：金4,00万円

損害金：年14・5％（年365日日割計算）

債務者　▲市▲丁目▲番▲号

　■■　■■

抵当権者　■市■丁目■番■号

　◆◆　◆◆

共同担保　目録（あ）第●●●号

平成３年３月３日

第●●●号

抵当権設定

権利部（甲区）　（所有権に関する事項）

順位番号

●●番 宅地 400　00

登記の目的

原因及びその日付

（登記の日付）

不詳

所有者 （住所）●●市●丁目●番●号　（氏名）●●　●●、▲▲　▲▲

所在 ●●市●丁目

①　地番 ②　地目 ③　地積　㎡

不動産番号 ●●●●●●●●●●●●●

地図番号 筆界特定

（余白）

（余白） （余白）

（余白）

（余白）

（余白）

権利部（甲区）（所有権に関する事項）

順位番号 登記の目的 受付年月日・受付番号 権利者その他の事項

1 所有権移転 明治30年４月10日
第1002号

原因 明治30年3月20日売買
共有者
東京府大川郡新橋村54番屋敷
持分2分の1
安 西 杉 之 助

東京府大川郡新橋村69番屋敷
持分2分の1
松 下 文 五 左 衛 門

……

４ 安西杉之助持分全
部移転

昭和10年5月9日
第551号

原因 昭和3年4月30日相続
共有者 東京府小石川市新橋1245番地
持分2分の1
安 西 忠 四 郎

５ 松下平三持分全部
移転

平成25年6月6日
第3302号

原因 平成20年5月1日相続
共有者 兵庫県西灘市王子452番地
持分2分の1
松 下 昌 平

○登記簿
• 1筆の土地又は1個の建物ごとに、表題部（表示に関する登記）と権利部（権

利に関する登記）に区分して作成される電磁的記録のこと。
• 権利部の「甲区」には所有権に関する登記の登記事項が、「乙区」には所有権

以外の権利に関する登記の登記事項がそれぞれ記録されている。

（参考）閉鎖登記簿
• ある土地について滅失の登記をした場合や、ある土地を管轄する登記所が

変わった場合、ある土地を別の土地に合筆する合筆の登記をした場合、その
土地の登記記録は「閉鎖」される。

• また、従来の紙の登記簿が磁気ディスクの登記簿に置き換えられると、従来
の紙の登記簿そのものが閉鎖される。

• 閉鎖された登記記録が保存されているものを「閉鎖登記簿」という。これを
活用することで、閉鎖以前の所有者情報を確認することができる。

（参考） 改製不適合物件
• 「同じ地番に二つ登記情報がある」、「持分を合計しても１にならない」などの

理由でコンピュータ化（改製）できなかった不動産が存在する。
• 当該不動産については、現在に至るまで紙の登記簿で管理されており、写し

の電子交付を受けることができない。郵送請求が必要。
• こうした理由で電子化されていない登記簿については、「事故簿」とも呼ば

れる。

表題部を確認すると、土地の所在、地番、地目（土地の現況）、
地籍（土地の面積）などがわかる。

表
題
部

権
利
部

権利部（甲区）を確認すると、所有者が誰で、いつ、どんな原因
で所有権を取得したかが分かる。

＜登記事項証明書の見本＞

7



（3）住民票

• 「住民票」及び「住民票の除票」により、登記事項証明書で確認した所有権を有する者が、登記事項証明書に記載の住所
に現在も居住しているかを確認することが可能。

• 死亡している場合は、本籍地を確認。

○住民票
• 各市町村で作成される住民の氏名や住所等を記録した帳票で、住

民の居住関係を公証するもの。交付書類は、「住民票の写し」。
• 氏名、生年月日、性別、住所、住民となった年月日、届け出日及び従

前の住所等が記載。
• 住民票に記載されている全部の人を写した「住民票謄本（世帯全

員）」と、一部の人を写した「住民票抄本（世帯一部）」がある。

○住民票の除票
• 転出や死亡した方等の住民票は住民基本台帳から除かれるため「除

かれた住民票（除票）」となる。
• 住民票に記載されている事項の他に、転出の場合は転出先の住所

及び異動年月日、死亡の場合は死亡年月日が記載される。
• 令和元年６月20日に施行されたデジタル手続法等により、保存期

間が150年となったが、それ以前の保存期間は５年だったため、平
成26年６月20日より前に消除されたものは廃棄されている可能
性が高い。

転出している場合、転出先が確認できる。転出が
確認できた場合は転出先に住民票及び住民票の
除票の写しを請求する。

死亡している場合、戸籍等の取得に必要な本籍地
を確認できる。 ＜住民票の除票の写しの見本＞
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（4）戸籍

• 「戸籍謄本」、「除籍謄本」、「改製原戸籍」により、登記名義人の相続人や転籍先を確認することが可能。

○戸籍
• 日本人が出生してから死亡するまでの身分関係（出生、婚姻、死亡、親

族関係等）について、登録・公証する
• 本籍、筆頭者氏名、氏名、生年月日、戸籍に入った原因（婚姻、出生等）、

戸籍から出た原因（婚姻、死亡等）及び年月日、父母の氏名及び父母と
の続柄、婚姻・離婚・死亡・その他重要な事項等が記載されている。

• 本籍地の市町村において管理されている。
• 現在の戸籍は、原則として１組の夫婦と未婚の子を編成単位とするが、

戦前は「家」を単位としていた。

○戸籍謄本（全部事項証明書）、戸籍抄本（個人事項証明書）
• 戸籍謄本は戸籍の全部を証明するもの。
• 戸籍抄本は戸籍の一部個人を証明するもの。

（例：戸籍に２人以上記載があるうちの１人分など）

○除籍謄本※

• 婚姻、離婚、死亡、転籍（本籍地を変更）等によって、その戸籍に記載さ
れている者が誰もいなくなった状態の戸籍。

• 戸籍謄本に記載されている者が誰もいない状態になると、その戸籍は
閉鎖されて戸籍簿から削除される。

○改製原戸籍（かいせいげんこせき） ※

• 法令の改正による戸籍の形式の変更を「改製」と言い、改製によって閉
鎖された戸籍が「改製原戸籍」となる。（例：平成６年の戸籍法改正で戸
籍管理がコンピュータ化されたことにより、従来の縦書きから横書き
の様式に変更されたもの）

• 慣用的に「かいせいはらこせき」、「はらこせき」とも呼ばれる。

※ 平成22年６月１日に施行された改正戸籍法で保存期間が150年になる
までは保存期間が 80 年だったため、昭和５年６月１日より前に除籍さ
れたものは廃棄されている可能性が高い。

＜戸籍謄本の見本＞
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• 古い戸籍の内容を確認する場合、変体仮名や文字が読めない等により、判読が難しい場合がある。
• 不明な点は発行元の自治体に問い合わせると分かることも多い。
• 問合せの際は戸籍に表示された発行番号が必要。市町村の戸籍担当部署に協力を仰ぐのも一つの方法。

〈変体仮名〉
特に女性の名前では変体仮名が
使われている事例がある。イン
ターネット上で変体仮名を調べら
れるサイトがあるので活用。

例）https://www.benricho.org/kana/

〈判読困難〉
古い謄本は文字がかすれてほとん
ど読めないことがある。必要な情
報が読み取れない場合は、原本が
保管されている市役所、町村役場
に問い合わせて確認。

〈記載の相違〉
岐阜県「仲嶌郡八尻村」とあるが、
現在の地名辞典上は「中島郡蜂尻
村」。地名や人名は記載が間違って
いたり、旧字体だったりして表記が
現在と異なっていることもある。

と
も

し
ず
み

か
も
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（参考）戸籍謄本の記載に関する留意事項



（5）戸籍の附票

• 「戸籍の附票」により、当該本籍を定めて以降の住所の移転の履歴を確認することが可能。

これまでの住所履歴がわかる。
最後に記載の住所が現住所。

除籍されている場合は、除籍前の最後の住所地が
記載されているが、現住所かどうかは分からない。
また、転籍先も分からない。

【参考】戸籍の附票の変遷

・昭和27年7月に制度化（住民登録法）。

・住民基本台帳法の一部改正（令和元年6月20
日施行）により、平成26年6月20日以降に消
除または改製された住民票の除票および戸籍
の附票の除票の保存期間が150年間に延長。

・平成26年6月19日以前に消除または改製さ
れた住民票の除票の写し及び戸籍の附票の除
票の写しは、保存期間が5年間のため交付さ
れない。

・令和4年1月11日以降は生年月日と性別が記
載されることとなった。ただし、それ以前に除
籍された者については記載されない。

○戸籍の附票
• 戸籍（本籍）を定めてから、その本籍地に本籍を置いている間の住

所の移転の履歴が表示されるもの。戸籍に記載されている者の氏
名、住所、住所を定めた年月日等が記載されている。

• 戸籍と戸籍の附票は連動しているため、戸籍が除籍となれば、戸籍
の附票も「除附票」となる。

• 除附票については、令和元年６月20日に施行されたデジタル手続
法等により保存期間が150年になるまでは保存期間が５年であっ
たため、平成26年６月20日より前に消除されたものは廃棄されて
いる可能性が高い。

　

　

【名】　一郎

【住所】　●●県●●市●●町●●丁目●●番●●号
【住定日】平成●●年●●月●●日

以下余白

【住所】　●●県▲▲市町▲▲丁目▲▲番▲▲号

【住定日】平成●●年●●月●●日

附票に記載されて

いる者
【除　票】
平成▲年▲月▲日

附票に記載されて

いる者

【名】　花子

【住所】　●●県●●市●●町●●丁目●●番●●号
【住定日】平成●●年●●月●●日

【住所】　●●県▲▲市町▲▲丁目▲▲番▲▲号

【住定日】平成●●年●●月●●日
附票に記載されて

いる者

【名】　一郎

【住所】　●●県●●市●●町●●丁目●●番●●号
【住定日】平成●●年●●月●●日

【住所】　●●県■■市町■■丁目■■番■■号

【方書】　●●マンション１０１号室
【住定日】平成●●年●●月●●日

【住所】　●●県▲▲市町▲▲丁目▲▲番▲▲号

【住定日】平成●●年●●月●●日

附票の全部証明
改製日 平成●●年●月●日

本籍

氏名

●●県●●市●●町●●丁目●●番

●●　一郎

除 籍

十

＜戸籍の附票の写しの見本＞

11

【生年月日】昭和●●年●月●日 【性別】男

【生年月日】昭和●●年●月●日 【性別】女



（6）法定相続人の相続順位
• 現行民法において、配偶者は常に法定相続人。
• 相続の第1順位は子であり、子が死亡している場合は第2順位の直系尊属（父、母等）に相続される。
• 直系尊属も死亡している場合は、第3順位の兄弟姉妹が法定相続人となる。

被相続人
（登記名義人）

配偶者

被相続人の
兄弟姉妹の

配偶者

被相続人の
兄弟姉妹

被相続人の兄弟姉
妹が被相続人より先
に死亡している場合
は被相続人の兄弟
姉妹の子
＝代襲相続※

子が被相続人より先
に死亡している場合
は孫
＝代襲相続※

子

第１順位

第２順位
（第１順位の者がいない場合）

第３順位
（第１、２順位の者がいない場合）

常に法定相続人

被相続人の直系尊属

被相続人が死亡するよりも先に相続人が死亡するなどにより、相続人の直系卑属（被
相続人の孫）が相続人に代わって相続することがある。これを代襲相続という。

※代襲相続とは

12



第1順位 第2順位 第3順位 第4順位

旧民法で「家督相続」の場合
（M31.7.16～S22.5.2）

家督相続人のみ ― ― ―

旧民法で「遺産相続」の場合
（M31.7.16～S22.5.2）

直系卑属 配偶者 直系尊属 戸主

日本国憲法の施行に伴う
民法の応急的措置に関する法律
（S22.5.3～S.22.12.31） 配偶者 1/3

直系卑属 2/3 配偶者 1/2
直系尊属 1/2

配偶者 2/3
兄弟姉妹 1/3

―

改正前現行民法
（S23.1.1～S37.6.30） 配偶者 2/3

兄弟姉妹 1/3

―

改正前現行民法
（S37.7.1～S55.12.31）

配偶者 1/3
子 2/3

―

現行民法
（S56.1.1～）

配偶者 1/2
子 1/2

配偶者 ２/3
直系尊属 １/３

配偶者 ３/４
兄弟姉妹 1/４

―

（参考）法定相続人の相続順位と持分の変遷

• 所有者の探索によって、登記名義人の死亡が確認された場合は、その亡くなった日に有効な民法が適用される。
• 旧民法下で戸主（家制度における家長）が死亡等した場合（家督相続）は、家督相続人1人にのみ相続されるため、古い

時代が最終登記となっている場合には、相続人が限定的となる可能性もある。

※1

※3

※1 代襲相続あり、再代襲相続あり ※2 代襲相続なし ※3 代襲相続あり、再代襲相続なし

※1

※1

※1

※2

13



• 令和８年４月施行の改正森林経営管理法により、市町村に「経営管理権」を設定する際に、
① 対象となる森林が「共有林」であること
② 経営管理の内容が「間伐」「間伐材の販売」「保育」に限定されていること（間伐等経営管理権）
③ 経営管理権の存続期間が50年を超えないこと

に該当する場合には、その同意要件を「関係権利者の全員」から、所有権を有する者については、
「対象森林の立木竹・土地のそれぞれについて、1/2超の共有持分を持つ者」の同意で足りることとなっています。

（参考）1/2超同意

14

なお、仮に、立木と土地の所有者（共有者）が異なる場合、立木所有者は、当該土地に使用権等を有している場合が多く、その場合に

は、「使用貸借による権利・・・を有する者」として、全員同意が必要となります。

土地部分

立木部分
それぞれの共有者の
持分の1/2超の同意

■ 共有林のイメージと要件

経営管理について
① その内容が「間伐」「間伐材の販売」「保育」に限定されていること
② 経営管理権の存続期間が50年を超えないこと



• 相続の放棄をした者は、その相続に関しては、初めから相続人とならなかったものとみなされ、代襲相続（※スライド１
2参照）も認められない。

• 森林経営管理制度の活用に当たって相続放棄の確認は不要であるが、円滑に探索を行うため、意向調査の段階で相続
放棄を行った者を特定し、調査の対象から除外することも可能。

• 相続放棄をしたか否かは、登記事項証明書や戸籍謄本などには記載されないため、被相続人の最後の住所地（住民票
の除票等で確認）を管轄する家庭裁判所に照会する必要あり。

（参考）相続放棄

 民法（明治二十九年法律第八十九号）

（相続の放棄の方式）

第938条 相続の放棄をしようとする者は、その旨を家庭裁判所に申述
しなければならない。

（相続の放棄の効力）

第939条 相続の放棄をした者は、その相続に関しては、初めから相続
人とならなかったものとみなす。

（相続の放棄をした者による管理） 民法の一部改正（R５．４．１施行）

第940条 相続の放棄をした者は、その放棄の時に相続財産に属する財
産を現に占有しているときは、相続人又は第九百五十二条第一項の
相続財産の清算人に対して当該財産を引き渡すまでの間、自己の財
産におけるのと同一の注意をもって、その財産を保存しなければなら
ない。

相続放棄の該当がある場合、裁判
所からは相続放棄の申述をした
者の氏名が回答される。

15



3.森林所有者の探索方法（一般的な方法）

16



住民票

住民票の除票

戸籍謄本
除籍謄本

改製原戸籍謄本

除票となった
理由を確認

戸籍の附票

転出先に
住民票を請求

所有者特定

所有者不明

ない

到達
せず

存命

死亡

転出

ある

探索開始

法定相続人の
有無を確認

占有者等※の
情報で住所が

わかる

登記簿上の
所有者の住所が

わかる

わからない

ある

わかる

③戸籍謄本等による情報収集
④相続人の探索

登記名義人の
生死を確認

わかる

意向調査票等
の送付

わからない

①登記簿等による
情報収集

いない

②住民票等による情報収集

ない

ある

ある

死亡
いる

ない

ない

到達

※住所地を本籍地
として仮定

特例措置の活用における森林所有者の探索のフロー

17※不明森林所有者の情報を有すると
思われる者（４類型）



住民票

住民票の除票

戸籍謄本
除籍謄本

改製原戸籍謄本

除票となった
理由を確認

戸籍の附票

転出先に
住民票を請求

所有者特定

所有者不明

ない

到達
せず

存命

死亡

転出

ある

探索開始

法定相続人の
有無を確認

占有者等※の
情報で住所が

わかる

登記簿上の
所有者の住所が

わかる

わからない

ある

わかる

③戸籍謄本等による情報収集
④相続人の探索

登記名義人の
生死を確認

わかる

意向調査票等
の送付

わからない

①登記簿等による
情報収集

いない

②住民票等による情報収集

ない

ある

ある

死亡
いる

ない

ない

到達

※住所地を本籍地
として仮定

①登記簿等による情報収集

18※不明森林所有者の情報を有すると
思われる者（４類型）



① 登記簿等による情報収集 ― 概要

• まずは、森林の登記簿や、不明な森林所有者の情報を保有すると思われる者から情報を集める。

概要

• 不明森林所有者の探索に当たっては、まず、当
該森林の所有者の氏名と住所に関する情報を
収集することが必要。

• そのため、登記所（法務局）に、当該森林の土地
及び立木に関する登記簿の「登記事項証明書」
（全部事項証明書）の交付を請求。

• 交付された登記事項証明書から、当該所有者
の氏名と住所を確知することが可能。

• あわせて、不明所有者の情報を有すると思わ
れる者（占有者等）からも当該所有者の関連情
報を収集。

「所有者不明森林の土地及び立木の登記
簿（登記事項証明書）」を取得

事務フロー

１
その

備考
• 申請から交付までに要する時間は、法務局の窓口で

申請する場合は最短で当日中、郵送の場合は１週間程
度が見込まれる。

• 登記簿は全国の法務局において請求できるため、最
寄りの法務局で、その法務局の管轄外の登記簿も受
け取ることが可能。

• 登記事項証明書の取得の際は、登記記録の全部が記
載された「全部事項証明書」を取得する。

登記所（法務局）に、対象森林の土地及び立木に
関する登記簿の「登記事項証明書」の交付を請求。

2
その

不明森林所有者の氏名と住所を確認

表題部所有者、所有権に関する事項を確認し、土
地及び立木の所有者の氏名・住所を確認。

不明森林所有者の関連情報を収集

３
その 不明森林所有者の情報を有すると思われる者か

らも、関連情報を収集。
（以下の4類型の者のみが対象。自治会長等のいわゆる
地域精通者などへの聞き取りは不要）

① 当該森林の土地を現に占有する者
（ 例:林道管理者、電柱を立てている者等 ）

② 当該森林について所有権以外の登記された権利を有する者
（ 例:賃借権や抵当権等を設定している者 ）

③ 意向調査により不明森林共有者関連情報を有すると思料される者
（ 例:森林所有者ではないと回答した者、前の森林所有者等 ）

④ 市町村が保有する情報に基づく者
（ 例:森林の土地の所有者となった旨の届出に記載された前の所有者等 ）

不明森林所有者の情報を有すると思われる者（施行令第１条第２項）

19



①登記簿等による情報収集 ― 登記事項証明書の請求方法

• 市町村が登記事項証明書の交付申請を行う場合、基本的に公用申請できるため費用はかからない。

• 登記事項証明書の交付を請求する場合、「請求事由」を記載する必要がある。その場合、以下のとおり記入。

【参考】登記手数料令（昭和24年政令第140号）

第1８条 国又は地方公共団体の職員が、職務上
請求する場合には、手数料（第２条第６項から
第８項まで、第３条（同条第６項を第10条第３
項において準用する場合を含む。）、第４条、
第７条、第９条及び第10条第２項に規定する
手数料を除く。）を納めることを要しない。

※電子データによる登記情報を取得する場合は、「登記情報等の電子データによる提供につい
て（H23.9.1付23林整計第122号林野庁計画課長通知）」を参照

 請求様式の例（左：登記事項証明書（紙） 右：電子データ）

20

 請求事由の例① 集積計画を作成するため
に探索を実施する場合

森林経営管理法第４条第１項により経営管
理権集積計画を定めるに当たり、森林所有
者の氏名及び住所を確認する必要があるた
め

 請求事由の例② 意向調査実施前に探索を
実施する場合

森林法第191条の４第２項により林地台帳
の正確な記載を確保するに当たり、森林所
有者の氏名及び住所を確認する必要がある
ため（森林法第１９１条の２第2項に基づく依
頼）



①登記簿等による情報収集 ― 表題部所有者不明土地の扱い

• 登記簿の表題部が不完全な「表題部所有者不明土地」の場合、市町村が所有者に関する情報を有していなければ、所有
者不明森林として特例措置を活用することが可能。

• 仮に法務省が「表題部所有者不明土地の登記及び管理の適正化に関する法律」に基づき、表題部所有者不明土地の所
有者等の探索を開始していても、特例措置活用は可能。

左の登記簿謄本は全て、登記記録の表題部に所
有者の氏名又は名称及び住所の全部又は一部が
正常に登記されていない。

＜不動産登記謄本（全部事項証明書）のイメージ＞

 所有者欄に氏名しかない
（所有者の住所が不明）

 字持地（あざもちち）（所有者が字名）

 記名共有地
（所有者の住所と「外7名」が不明）

　

　　

　

　 　
　 　
　 　
　 　

　　　 　

表題部　（土地の表示） 調製

　

　 　 　

　

　

　 　

　

　 　

　

　

●●番 宅地 400　00

原因及びその日付

（登記の日付）

不詳

所有者 （住所）●●市●丁目●番●号　（氏名）●●　●●、▲▲　▲▲

所在 ●●市●丁目

①　地番 ②　地目 ③　地積　㎡

不動産番号 ●●●●●●●●●●●●●

地図番号 筆界特定

（余白）

（余白） （余白）

（余白）

岡田京左衛門

　

　　

　

　 　
　 　
　 　
　 　

　　　 　

表題部　（土地の表示） 調製

　

　 　 　

　

　

　 　

　

　 　

　

　

●●番 宅地 400　00

原因及びその日付

（登記の日付）

不詳

所有者 （住所）●●市●丁目●番●号　（氏名）●●　●●、▲▲　▲▲

所在 ●●市●丁目

①　地番 ②　地目 ③　地積　㎡

不動産番号 ●●●●●●●●●●●●●

地図番号 筆界特定

（余白）

（余白） （余白）

（余白）

大字霞が関

　

　　

　

　 　
　 　
　 　
　 　

　　　 　

表題部　（土地の表示） 調製

　

　 　 　

　

　

　 　

　

　 　

　

　

●●番 宅地 400　00

原因及びその日付

（登記の日付）

不詳

所有者 （住所）●●市●丁目●番●号　（氏名）●●　●●、▲▲　▲▲

所在 ●●市●丁目

①　地番 ②　地目 ③　地積　㎡

不動産番号 ●●●●●●●●●●●●●

地図番号 筆界特定

（余白）

（余白） （余白）

（余白）

岡田京左衛門外七名

占有者等４類型の者から得られる情報により、所
有者名及び住所が判明しない。

⇒

所有者不明森林の特例措置を活用　

　　

　

　 　
　 　
　 　
　 　

　　　 　

表題部　（土地の表示） 調製

　

　 　 　

　

　

　 　

　

　 　

　

　

●●番 宅地 400　00

原因及びその日付

（登記の日付）

不詳

所有者 （住所）●●市●丁目●番●号　（氏名）●●　●●、▲▲　▲▲

所在 ●●市●丁目

①　地番 ②　地目 ③　地積　㎡

不動産番号 ●●●●●●●●●●●●●

地図番号 筆界特定

（余白）

（余白） （余白）

（余白）

（住所）●●市大字▲▲12-3 （氏名）岡田京左衛門

＜（参考）正常に登記されている場合のイメージ＞
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①登記簿等による情報収集 ― 固定資産課税台帳情報の活用

• 森林法改正により、情報の内部利用等に係る規定が位置付けられたこと、所有者届（森林法第10条の７の２）や林地台
帳（同第191条の４）、の規定が設けられたことから、地方税法上の守秘義務に抵触せず、固定資産課税台帳情報の内部
利用が可能となった（意向調査を含め、森林経営管理法の事務に活用しようとする場合は、固定資産課税台帳情報の提
供を受け、林地台帳の更新等が実施された上で、意向調査等を実施することが原則）。

• 固定資産課税台帳情報の活用により、所有者探索を効率的に行うことができた例も。
• 納税者＝森林所有者とは限らない。納税者＝森林所有者の情報を有する可能性がある者であることに留意。

【事例】固定資産課税台帳情報の活用効果｜三重県津市

固定資産課税台帳情報の活用により意向調査票の宛先不明の割合が
１割減少。

林地台帳上の所有者
に意向調査票を送付。

直近の登記情報に修正した林地台帳情報
と固定資産課税台帳情報を突合。

令和元年度 令和２年度～

 令和２年度より、意向調査票の発送前に林地台帳の所有者情報を直近の登
記情報により修正し、固定資産課税台帳情報を突合。より精度の高い宛先
情報としている。

 固定資産課税台帳情報の活用により、宛先不明の所有者の把握につながっ
ている。

 作業にあたっては、登記情報、固定資産課税台帳情報を電子データで提供
いただくことで、林地台帳との突合作業を効率化。

「固定資産課税台帳に記載されている森林の土地の所有者に
関する情報の取扱いについて」（抜粋）（令和２年６月15日付
け総務省自治税務局固定資産税課長通知）

（略）
このたび、地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を

図るための関係法律の整備に関する法律（令和２年法律第41 号）に
より森林法（昭和26 年法律第249号）が改正され（令和２年６月10 
日施行）、市町村林務部局が森林所有者を把握するための調査を行
い、当該調査により得られた情報を林地台帳へ反映することができ
ることとされました。
その結果、氏名その他の森林所有者等に関する情報（具体的には、

森林所有者（納税義務者）の氏名又は名称並びに住所及び電話番号
といった事項に限られる。）については、平成24年３月31日以前か
らの森林所有者に関するものも含めて、地方団体の税務部局が、森
林法の施行のために必要な限度において、市町村林務部局が森林法
に基づく措置を講ずる目的のために提供しても、地方税法（昭和25
年法律第226号）第22条の守秘義務に抵触しないものと解される
ところです。
（略）各地方団体の税務部局におかれましては、この通知を踏まえ、
市町村林務部局からの当該情報の提供依頼について、適切にご対応
いただきますようお願いいたします。

【情報提供の根拠】

（※総務省から税務部局向けの通知。
林野庁から林務部局にも同様の通知）
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②住民票等による情報収集
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②住民票等による情報収集 ― 概要

• 不明な森林所有者について、登記事項証明書等から得られた氏名・住所の情報をもとに、住民票の写しを取得する。
（登記事項証明書等から得られた情報と住民票等の情報が一致するか確認）

• 住民票の写しを入手できた場合
記載された現住所に、意向調査票を送付。

• 住民票の除票を入手でき、不明森林所有者が他市町
村に転出していることが判明した場合
記載された転出先の市町村に、住民票等の交付を請
求。以後、住民票の写しが入手できるまで、その１から
の手続きを繰り返す。

• 住民の除票を入手でき、不明森林所有者が死亡して
いることが判明した場合
相続人を探索するため、除票に記載された本籍地の市
町村に戸籍謄本等の交付を請求。

• 住民票の写しや除票が入手できなかった場合
登記事項証明書に記載された所有者の住所が本籍地
である場合もあることから、念のため、当該
住所地の市町村に戸籍謄本等の交付を請求。

概要

 不明森林所有者が、登記事項証明書記載の
住所に現在も居住しているかを確認するた
めに、当該住所の市町村から、住民票及び
住民票の除票の写しを入手。

 住民票の請求に際して、本籍地の記載を求
めておくと、本籍地情報から、戸籍謄本、除
籍謄本又は戸籍の附票の写しの請求へとつ
なげることが可能。

不明森林所有者の「住民票の写し」を請求

事務フロー

１
その

備考
 市町村が住民票や戸籍謄本等の請求を行う場合、基本

的に公用申請できるため費用はかからない。
 申請から交付までに要する時間は、自市町村の住民票

等担当部署に申請する場合は最短で当日中、他市町村
に郵送で申請する場合は１週間程度が見込まれる。

• 登記事項証明書等から得られた不明森林所
有者の氏名と住所の情報から、当該住所の
市町村に、住民票及び住民票の除票の写し
の交付を請求。

2
その

住民票の写しの有無を踏まえ対応を検討
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②住民票等による情報収集 ― 住民票等の請求方法

• 市町村が交付申請を行う場合、基本的に公用申請できるため、費用はかからない。

• 住民票の写しの請求に当たっては、請求様式に「請求事由」を記載する必要あり。その場合、以下のとおり記入。

 請求様式の例

 根拠法令 住民基本台帳法（昭和42年法律第81号）

（国又は地方公共団体の機関の請求による住民票の写し等の交付）

第12条の２ 国又は地方公共団体の機関は、法令で定める事務の遂
行のために必要である場合には、市町村長に対し、当該市町村が
備える住民基本台帳に記録されている者に係る住民票の写しで
第７条第８号の２及び第13号に掲げる事項の記載を省略したも
の又は住民票記載事項証明書で同条第１号から第８号まで、第９
号から第12号まで及び第14号に掲げる事項に関するものの交
付を請求することができる。

25

 請求事由の例① 森林経営管理法第10条に定める探索をしよう
とする場合

森林経営管理法第4条第1項により経営管理権集積計画を定め
るに当たり、森林所有者の住所を確認する必要があるため。

 請求事由の例② 意向調査実施前の探索をしようとする場合

森林法第191条の4第2項により林地台帳の正確な記載を確保
するに当たり、森林所有者の氏名及び住所を確認する必要があ
るため。
同一市町村内で請求する場合：（森林法第１９１条の２第1項に基づく依頼）
ほかの市町村に請求する場合：（森林法第１９１条の２第2項に基づく依頼）



②住民票等による情報収集 ― 住基ネットの活用

• 所有者不明土地対策として、令和５年9月に、住民基本台帳法の改正により、住基ネットを利用できる事務に、所有者不
明土地法等に基づく事務が追加された。

• 森林関係では、森林法に基づく林地台帳の作成に関する事務、森林経営管理法に基づく経営管理権集積計画の作成、
意向調査、不明森林共有者の探索、不明森林所有者の探索及び災害等防止措置命令に関する事務等が該当。

• 住基ネットの具体的な活用方法としては、①林務担当部局が住民部局へ情報照会を行う、②住民部局に設置された専
用端末を林務担当者が操作する、③林務担当部局に専用端末を設置することが想定される。
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③戸籍謄本等による情報収集 ～ ④相続人の探索
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③戸籍謄本等による情報収集 ― 概要

• 住民票等により確認した本籍地の情報から、戸籍謄本等を取得。

• 戸籍の附票の写しで現住所を確認。

概要

 ②で明らかになった不明森林所有者の本籍
地の市町村に、当該者の戸籍謄本と戸籍の
附票の交付を請求。

 戸籍謄本には、当該者の転籍先や相続人の
情報が記載。戸籍の附票には、その地に本籍
がある期間における住所の異動が記録。

不明森林所有者の「戸籍謄本」等を請求

事務フロー

１

その
• 住民票や住民票の除票から得られた本籍地

の情報から、不明森林所有者の戸籍謄本（又
は除籍謄本）を請求。

• 入手した戸籍謄本中に「転籍」の記載があれ
ば、転籍先の戸籍謄本等を請求。

• 登記名義人及び相続人の現住所を確認する
ため、戸籍謄本と併せて戸籍の附票を本籍
地の市町村へ請求。

2

その

不明森林所有者の現住所を確認

• 入手した戸籍の附票から、不明森林所有者の
現住所を確認。判明した現住所に、意向調査
票を送付。

• 戸籍謄本等で不明森林所有者が死亡してい
ることが判明した場合には、戸籍謄本により
相続人を探索。

ワンポイント
 「戸籍謄本」は戸籍に入っている全員分、「戸籍抄本」

は戸籍の一部の人（通常一人分）の情報が得られる
ため、相続人を探索する場合は「戸籍謄本」を請求。

 これまで、戸籍謄本は本籍地の市町村へ請求してい
たが、令和６年３月より、戸籍謄本等の広域交付が開
始されたことから、役場内での手続きで取得可能に。

 ただし、「戸籍の附票」については、広域交付の対象
外であるため、引き続き本籍地の市町村へ請求する
必要がある。

28

市町村における探索方法やスケジュールによって、
広域交付を利用し、先に戸籍謄本のみを入手するか、
最初から本籍地の市町村へ戸籍謄本と戸籍の附票を
一括で請求するかを選択する。



 請求事由の例② 意向調査実施前の探索をしようとする場合

森林法第191条の４第２項により林地台帳の正確な記載を確
保するにあたり、森林所有者の本籍地を確認する必要がある
ため。
同一市町村内で請求する場合：（森林法第１９１条の２第1項に基づく依頼）
ほかの市町村に請求する場合：（森林法第１９１条の２第2項に基づく依頼）

③戸籍謄本等による情報収集 ― 戸籍謄本、戸籍の附票等の請求方法

• 市町村が交付申請を行う場合、基本的に公用申請できるため費用はかからない。

• 戸籍謄本等の請求に当たっては、請求様式に「請求事由」を記載する必要がある。その場合、以下のとおり記入。

■ 根拠法令 戸籍法（昭和22年法律第224号）

第10条の２ （略）

２ 前項の規定にかかわらず、国又は地方公共団体の機関は、法令の
定める事務を遂行するために必要がある場合には、戸籍謄本等の
交付の請求をすることができる。この場合において、当該請求の任
に当たる権限を有する職員は、その官職、当該事務の種類及び根拠
となる法令の条項並びに戸籍の記載事項の利用の目的を明らかに
してこれをしなければならない。

■ 根拠法令 住民基本台帳法（昭和42年法律第81号）

（戸籍の附票の写しの交付）

第20条 （略）

２ 国又は地方公共団体の機関は、法令で定める事務の遂行のた
めに必要である場合には、市町村長に対し、当該市町村が備
える戸籍の附票に記録されている者に係る戸籍の附票の写
しの交付を請求することができる。

３~５ （略）

■ 根拠法令 戸籍の附票の写しの交付に関する省令（昭和60年
法務省・自治省令第１号）

（本人等の交付の請求の手続及び請求につき明らかにしなければ
ならない事項）

第１条 住民基本台帳法（以下「法」という。）第20条第１項の規定
による戸籍の附票の写し（法第十六条第二項の規定により磁
気ディスクをもつて戸籍の附票を調製している市町村（特別
区を含む。）にあつては、当該戸籍の附票に記録されている
事項を記載した書類。以下同じ。）の交付の請求は、法第20
条第５項において読み替えて準用する法第12条第２項各号
及び次項各号に掲げる事項を明らかにするため市町村長（特
別区にあつては区長、地方自治法（昭和22年法律第67号）
第252条の19第１項の指定都市にあつては区長又は総合区
長。以下同じ。）が適当と認める書類を提出してしなければな
らない。

２ （略）

 請求事由の例① 森林経営管理法第10条に定める探索をし
ようとする場合

森林経営管理法第４条第１項により経営管理権集積計画を定
めるに当たり、森林所有者の本籍地を確認する必要があるた
め。
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③戸籍謄本等による情報収集 ― 概要

• 住民票等により確認した本籍地の情報から、戸籍謄本等を取得。

• 戸籍の附票の写しで現住所を確認。

概要

 ②で明らかになった不明森林所有者の本籍
地の市町村に、当該者の戸籍謄本と戸籍の
附票の交付を請求。

 戸籍謄本には、当該者の転籍先や相続人の
情報が記載。戸籍の附票には、その地に本籍
がある期間における住所の異動が記録。

不明森林所有者の「戸籍謄本」等を請求

事務フロー

１

その
• 住民票や住民票の除票から得られた本籍地

の情報から、不明森林所有者の戸籍謄本（又
は除籍謄本）を請求。

• 入手した戸籍謄本中に「転籍」の記載があれ
ば、転籍先の戸籍謄本等を請求。

• 登記名義人及び相続人の現住所を確認する
ため、戸籍謄本と併せて戸籍の附票を本籍
地の市町村へ請求。

2

その

不明森林所有者の現住所を確認

• 入手した戸籍の附票から、不明森林所有者の
現住所を確認。判明した現住所に、意向調査
票を送付。

• 戸籍謄本等で不明森林所有者が死亡してい
ることが判明した場合には、戸籍謄本により
相続人を探索。

ワンポイント
 「戸籍謄本」は戸籍に入っている全員分、「戸籍抄本」

は戸籍の一部の人（通常一人分）の情報が得られる
ため、相続人を探索する場合は「戸籍謄本」を請求。

 これまで、戸籍謄本は本籍地の市町村へ請求してい
たが、令和６年３月より、戸籍謄本等の広域交付が開
始されたことから、役場内での手続きで取得可能に。

 ただし、「戸籍の附票」については、広域交付の対象
外であるため、引き続き本籍地の市町村へ請求する
必要がある。

30

市町村における探索方法やスケジュールによって、
広域交付を利用し、先に戸籍謄本のみを入手するか、
最初から本籍地の市町村へ戸籍謄本と戸籍の附票を
一括で請求するかを選択する。



4.森林所有者の探索方法（ケーススタディ）
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• ここからは、架空の登記簿情報を元に、ケーススタディ形式で探索の流れを整理。

• まずは、法務局から、対象森林の登記事項証明書を取得して、所有者の情報（氏名、住所）を確認。

（１）森林所有者の確認

これは登記記録に記録されている事項の全部を証明した書面である。

平成●●年●月●●日
●●法務局　●●出張所

※下線のあるものは抹消事項であることを示す。 整理番号　　●●●●

所有権保存

受付年月日・受付番号

平成２年１月１１日

第●●●●●号

権利者その他の事項

共有者　●●市●丁目●番●号

　持分　３分の２
　●●　●●
　持分　３分の１
　▲▲　▲▲

登記官　　　●●　●●

表題部　（土地の表示） 調製

1

1

2

●●市●丁目　●●番の土地

●●市●丁目　●●番地　家屋番号　●●番

の建物

1

1

共同担保目録

記号及び番号 （あ）第2340号

番号 担保の目的である権利の表示 順位番号 予備

権利部（乙区）　（所有権以外の権利に関する事項）

順位番号 登記の目的

1

調製 平成3年3月3日

受付年月日・受付番号 権利者その他の事項

原因：平成３年２月２２日金銭消費貸借同日設定

債権額：金4,00万円

損害金：年14・5％（年365日日割計算）

債務者　▲市▲丁目▲番▲号

　■■　■■

抵当権者　■市■丁目■番■号

　◆◆　◆◆

共同担保　目録（あ）第●●●号

平成３年３月３日

第●●●号

抵当権設定

権利部（甲区）　（所有権に関する事項）

順位番号

●●番 宅地 400　00

登記の目的

原因及びその日付

（登記の日付）

不詳

所有者 （住所）●●市●丁目●番●号　（氏名）●●　●●、▲▲　▲▲

所在 ●●市●丁目

①　地番 ②　地目 ③　地積　㎡

不動産番号 ●●●●●●●●●●●●●

地図番号 筆界特定

（余白）

（余白） （余白）

（余白）

（余白）

（余白）

権利部（甲区）を確認し、記載された所有者の
氏名・住所を確認。

＜登記事項証明書のイメージ＞

原因 大正2年4月30日相続
共有者 東京府小石川市新橋1245番地

持分2分の1
安 西 忠 四 郎

森林所有者イ（安西忠四郎）

原因 平成20年5月1日相続
共有者 兵庫県西灘市王子452番地

持分2分の1
松 下 昌 平

森林所有者ア（松下昌平）

 所有者が２名いることが判明
 ２名の所在を把握することが必要

権利部（甲区）（所有権に関する事項）

順位番号 登記の目的 受付年月日・受付番号 権利者その他の事項

1 所有権移転 明治30年４月10日
第1002号

原因 明治30年3月20日売買
共有者
東京府大川郡新橋村54番屋敷
持分2分の1
安 西 杉 之 助

東京府大川郡新橋村69番屋敷
持分2分の1
松 下 文 五 左 衛 門

……

４ 安西杉之助持分全部
移転

大正10年5月9日
第551号

原因 大正2年4月30日相続
共有者 東京府小石川市新橋1245番地
持分2分の1
安 西 忠 四 郎

５ 松下平三持分全部移
転

平成25年6月6日
第3302号

原因 平成20年5月1日相続
共有者 兵庫県西灘市王子452番地
持分2分の1
松 下 昌 平
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• 所有者ア（松下昌平）の住所地である西灘市に住民票・住民票の除票の写しを請求。

• 西灘市からは所有者アの住民票の除票の写しが交付。所有者アの死亡が判明（平成30年に死亡）。

• さらに、本籍地が判明（兵庫県河辺町）したことから、戸籍謄本等を請求。

（２）所有者アの探索①

【必要な資料】

○所有者ア（松下氏）の出生から死亡までの一
連の戸籍謄本等（戸籍謄本、除籍謄本、改製
原戸籍謄本、戸籍の附票）

※全ての相続人を把握するため、所有者ア（被相続人）の出
生時の戸籍から死亡時の戸籍までの一連の戸籍を取得

【請求先】

〇地元役場内の住民部局
戸籍謄本、除籍謄本、改製原戸籍謄本

○河辺町役場（本籍地の市町村）
戸籍の附票

兵庫県西灘市王子452番地

兵庫県河辺町1653番地

松下 昌平

松下 昌平

兵庫県 西灘市長

平成30年10月30日死亡

兵庫県 西灘市

本籍が兵庫県河辺町と判明

平成30年に死亡したことが判明
＜交付された住民票の除票の写しのイメージ＞

 所有者アの死亡が判明したため、相続人を把
握する必要があるので、戸籍謄本等を請求。
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• 交付されたのは、改製原戸籍謄本、戸籍謄本、戸籍の附票がそれぞれ１通。
• 改製原戸籍謄本には登記名義人の出生及び婚姻（配偶者）の記録があった（それ以外の情報はない）。
• 戸籍謄本には配偶者と３人の子の記録があった。
• このため、相続人は戸籍謄本に記載された者（配偶者と３人の子）のみと判断。
• 戸籍の附票から、相続人の住所が判明。

（２）所有者アの探索②

【相続人判明】
• 配偶者（花子）
• 子（一郎、二郎、桃子）

兵庫県河辺町本郷1653番
松下 昌平

昌平

松下 平三
松下 とも

松下 花子

（登
記
名
義
人
）

松
下

昌
平

松
下

花
子

（長
女
）

松
下

桃
子

（次
男
）

松
下

二
郎

（長
男
）

松
下

一
郎

松下 花子

松下 昌平

松下 花子

松下 昌平

松下 花子

松下 昌平

兵庫県 河辺町長

＜交付された戸籍謄本のイメージ＞
戸籍謄本に掲載されている者が相続人

 戸籍の情報から、相続関係図を作成
 戸籍の附票の写しで相続人の住所を確認

相
続
人

相
続
人

相
続
人

相
続
人

※令和6年4月1日から相続登記が義務化され
たため、相続登記を促しましょう。 34



• 所有者イ（安西忠四郎）の住所地である小石川市に住民票・住民票の除票の写しを請求。最終登記が大正２年であるため、
小石川市の住所地が本籍地であると仮定して、出生時から死亡時までの一連の戸籍謄本等も請求。その結果、除籍謄本
2通、改製原戸籍謄本1通が交付された。 

• 1通目の除籍謄本には、所有者イの出生と家督相続により戸主となった事実のみが記録。子や配偶者についての情報は
なかった。

• 2通目の除籍謄本を確認すると、死別した妻（つね）との間に４人の子（忠吾（長男）、勝、義春、ハツ）がいることが判明。
忠四郎は生前に隠居し、忠吾に家督相続していた。

• 家督相続により本戸籍は除籍となっており、登記名義人の相続人は忠吾であることが判明。

（３）所有者イの探索①

つ
ね

忠
吾

木
村
キ
ヨ
ト
婚
姻
夫
ノ
姓
ヲ
称
ス
ル
旨
届
出

昭
和
八
年
拾
貳
月
九
日
本
籍
に
て
死
亡

…
…

…
…

…
…

安
西
忠
四
郎

安
西
つ
ね

安
西
杉
之
助

桐
谷
和
彦

桐
谷
と
ら
こ

男 長 妻 主 戸

隠
居
届
出
昭
和
元
年
拾
弐
月
参
拾
日
受
付

昭
和
元
年
拾
弐
月
参
拾
日
安
西
忠
吾
ノ
家
督
相
續

届
出
ア
リ
タ
ル
ニ
因
リ
本
戸
籍
ヲ
抹
消
ス

安
西
忠
一
郎

男四女貳男長

東
京
府
大
川
郡
新
橋
村
五
拾
四
番
屋
敷

安
西
忠
四
郎

東
京
府
小
石
川
市
新
橋
千
貳
百
四
拾
五
番
地

安
西

【ポイント】

• 旧民法下で家督相続されてい
る場合、相続人は家督相続を
した者のみとなる（多くの場
合は長男）。

＜２通目の除籍謄本（大正4年式戸籍）のイメージ＞

明
治
参
年
拾
壱
月
貳
拾
日

明
治
参
拾
壱
年
拾
月
拾
日

（次
男
）

安
西

勝

（三
男
）

安
西

義
春

（長
女
）

安
西

ハ
ツ

家督相続

安
西

つ
ね

（長
男
）

忠
吾

（登
記
名
義
人
）

安
西
忠
四
郎

キ
ヨ

相
続
人

相続人ではない
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• 次に、改製原戸籍謄本の１枚目を確認すると、忠四郎の相続人である忠吾は昭和3５年に死亡したことが
判明。

• また、隠居した忠四郎が昭和19年に死亡したことも判明したが、忠吾よりも前に死亡していたため、忠吾
の相続関係には影響ないと判断。

• また、忠吾には妻（キヨ）がいたが、昭和４年に離婚していたため、キヨも相続人ではないと判断。

（３）所有者イの探索②

忠
四
郎

キ
ヨ

昭
和
四
年
五
月
六
日
夫
安
西
忠
吾
と
協
議
離
婚
届
出

昭
和
拾
九
年
八
月
九
日
本
籍
に
て
死
亡

…
…

…
…

…
…

木
村
定
七

木
村
志
乃

安
西
杉
之
助

安
西
忠
四
郎

安
西
つ
ね

妻 父 主 戸

安
西
忠
四
郎

男長男四女長

東
京
府
大
川
郡
新
橋
村
五
拾
四
番
屋
敷

改
製
原
戸
籍

安
西
忠
吾

東
京
府
小
石
川
市
新
橋
千
貳
百
四
拾
五
番
地

安
西

昭
和
参
拾
五
年
五
月
八
日
本
籍
に
て
死
亡

…
…

【ポイント】

• 被相続人より前に亡くなった場
合は相続人にはならない。

• 離婚、離縁した者は相続人にな
らない。

＜交付された改製原戸籍謄本（大正4年式戸籍）のイメージ（1枚目）＞

明
治
参
年
拾
壱
月
貳
拾
日

○
○
年
○
月
○
日

明
治
参
拾
参
年
九
月
五
日

明
治
参
拾
壱
年
拾
月
拾
日

昭
和
参
拾
弐
年
法
務
省
令
第
二
十
七
号
に
よ
り
昭

和
参
拾
七
年
六
月
十
六
日
あ
ら
た
に
戸
籍
を
編
製

し
た
た
め
本
戸
籍
消
除

登記名義人（忠四郎）は忠吾より前
に死亡していたため、忠吾の死亡
による相続関係はない

忠吾の死亡より前に離婚している
ため、忠吾の相続人とはならない

忠吾が昭和3５年に死亡していた
ことが判明
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• 改製原戸籍謄本の２枚目を確認すると、妻（キヨ）との間には長男（公平）がいることが判明。公平は忠吾
の相続人と判断（親権が母、父いずれにあるかに関係なく、子は相続人となる）。

• 忠吾は妻（すみれ）と再婚して、長女（あやめ）が生まれたことが判明。あやめは結婚して除籍となってい
て、新しい本籍（九条市）が判明。

• 以上のことから、忠吾の相続人として、妻（すみれ）、2人の子（公平・あやめ）が確知できたため、それぞれ
の本籍地に３人の戸籍の附票を請求。

（３）所有者イの探索③

【必要な資料】

○妻（すみれ）、2人の子（公平・あ
やめ）の戸籍の附票

【請求先】

○小石川市役所、九条市役所

す
み
れ

あ
や
め

キ
ヨ

離
婚

相
続
人

（次
男
）

安
西

勝

（三
男
）

安
西

義
春

（長
女
）

安
西

ハ
ツ

仲
田

保

家督相続

安
西

つ
ね

（長
男
）

忠
吾

公
平

相
続
人

安
西
忠
四
郎

あ
や
め

…
…

で
出
生

昭
和
弐
拾
七
年
九
月
拾
六
日
仲
田
保
と
婚
姻
届
出

同
月
拾
七
日
西
安
房
町
長
か
ら
送
付
京
都
府
九
条

市
河
合
町
坂
口
四
百
参
拾
壱
番
地
に
夫
の
氏
の
新

戸
籍
編
製
に
付
き
除
籍

…
…

安
西
忠
吾

永
薗
大
栄

東
條
ハ
ル

夫 女 長 女 長 妻

女四女長

す
み
れ

男 長

…
…

で
出
生

＜交付された改製原戸籍謄本（大正4年式戸籍）のイメージ（2枚目）＞

昭
和
参
年
拾
壱
月
貳
拾
日

○
○
年
○
月
○
日

明
治
四
拾
壱
年
九
月
拾
日

昭
和
貳
年
貳
月
拾
日

公
平

…
…

で
出
生

安
西
忠
吾
ト
婚
姻
夫
ノ
姓
ヲ
称
ス
ル
旨
届
出

安
西
忠
吾

キ
ヨ

男長

（す
み
れ
）
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• 小石川市役所に、すみれ氏・公平氏の戸籍の附票・除附票を請求したところ、戸籍の附票が1通交付。

• 戸籍の附票から、すみれ氏の住所が判明。すみれ氏に意向調査票等を送付。

• 公平氏は、除籍となっており、現住所が不明。除籍時点の住所である、蓮田村に住民票・住民票の除票を
請求して、その後の転出先を確認。死亡していなければ、転出先に意向調査票等を送付。

（３）所有者イの探索④

安西すみれ氏は除籍になっていないので、ここに
記載されている住所が現住所である。

本籍

氏名

東京都小石川市新橋1245番地

安西 忠吾

改製日 平成24年1月1日

附票に記載されている者 【名】安西 すみれ

【生年月日】明治41年９月10日 【性別】女
【住所】千葉県西安房市西安房町中田10丁目9番8号
【住定日】平成2年9月10日

【住所】神奈川県南神奈川市大川2丁目10番8－102号
【住定日】平成５年4月1日

附票に記載されている者 【名】安西 公平

【住所】千葉県西安房市西安房町中田10丁目9番8号
【住定日】平成7年10月12日

【住所】神奈川県南神奈川市大川2丁目10番8－102号
【住定日】平成５年4月1日

【住所】青森県東津軽郡蓮田村貝塚2丁目3番4号
【住定日】平成30年4月4日

除 籍

安西公平氏は除籍されている。このため、青森県
の住所は除籍となった時点の住所であり、その
後転居あるいは死亡している可能性がある。蓮
田村に住民票・住民票の除票を請求することで、
転出先等が判明する。

＜交付された戸籍の附票のイメージ＞

38

なお、住基ネットが活用可能であれば、蓮
田村へ住民票・住民票の除票を請求せず
とも、現住所を確認可能。



• 九条市役所に、あやめ氏の戸籍の附票を請求したところ、戸籍の附票が1通交付。

• この戸籍の附票から、あやめ氏の現住所が判明。

（３）所有者イの探索⑤

仲田あやめ氏の子。
あやめ氏が存命なので相続人ではない。あや
め氏が死亡している場合は相続人となる。

本籍

氏名

京都府九条市河合町坂口431番地

仲田 保

改製日 平成20年12月10日

附票に記載されている者 【名】仲田 保

【生年月日】昭和２年８月２日 【性別】男
【住所】京都府九条市河合町坂口3丁目5番
【住定日】昭和50年3月20日

【住所】滋賀県中浜市田原4丁目2番
【住定日】平成22年4月1日

【住所】滋賀県琵琶市水島1丁目5番
【住定日】平成30年4月4日

附票に記載されている者 【名】仲田 あやめ

【生年月日】昭和３年11月20日 【性別】女
【住所】京都府九条市河合町坂口3丁目5番
【住定日】昭和50年3月20日

【住所】滋賀県中浜市田原4丁目2番
【住定日】平成22年4月1日

【住所】滋賀県琵琶市水島1丁目5番
【住定日】平成30年4月4日

附票に記載されている者 【名】仲田 若菜

【生年月日】昭和35年２月２日 【性別】女
【住所】京都府九条市河合町坂口3丁目5番
【住定日】昭和50年3月20日

【住所】滋賀県中浜市田原4丁目2番
【住定日】平成22年4月1日

【住所】滋賀県琵琶市水島1丁目5番
【住定日】平成30年4月4日

仲田あやめ氏は除籍されていないので、滋賀
県琵琶市の住所は現住所。

仲田あやめ氏の夫。
あやめ氏が存命なので相続人ではない。あや
め氏が死亡している場合は相続人となる。

＜交付された戸籍の附票のイメージ＞
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なお、住基ネットが活用可能な場合、戸籍
の附票を取得せずとも、現住所を確認す
ることが可能。



• 所有者イ（安西忠四郎）の探索結果をまとめると以下のとおり。
• 意向調査票等を送付して、一部が宛先不明の場合は「共有者不明」、全部が宛先不明の場合は「所有者不

明」、到達しているのに返信がない場合は「確知所有者不同意森林」の特例措置をそれぞれ活用可能。
• 今回のケースでは対象者が少ないため、特例措置を使わない方が短期間で経営管理権集積計画を作成

できる可能性もある。

（３）所有者イの探索⑥

【意向調査票等を送付する宛先】

○ 子（忠吾）の配偶者（すみれ）
・戸籍の附票（東京都小石川市交付）で現住所を確知

○ 孫（公平）
→戸籍の附票（東京都小石川市交付）で除籍前の住所（蓮田
村）を確知
→現住所ではないため、蓮田村の住民票・住民票の除票で転
出先を確認。

○ 孫（あやめ）
・戸籍の附票（京都府九条市交付）で現住所を確知

○ 孫の配偶者（仲田保）、曾孫（仲田若菜）
→戸籍の附票（京都府九条市交付）で現住所を確知
→あやめが死亡している場合には相続人となる。

旧民法の戸籍では、同一戸籍に三世代以上が記載される場合がある。この
場合は、登記名義人が生まれてから亡くなるまでの一連の戸籍謄本等で判
明する範囲(A)で判明した相続人について、戸籍の附票を取得すると、登記
名義人の孫や曾孫まで判明する (B)。この場合は、当該相続人（孫や曾孫）
に、意向調査票等を送付する。

す
み
れ

あ
や
め

キ
ヨ

離
婚

相
続
人

（次
男
）

安
西

勝

（三
男
）

安
西

義
春

（長
女
）

安
西

ハ
ツ

仲
田

保

若
菜

家督相続

安
西

つ
ね

（長
男
）

忠
吾

公
平

相
続
人

あ
や
め
が
死
亡

の
場
合
相
続
人

（登
記
名
義
人
）

安
西
忠
四
郎

登記名義人の
除籍謄本等から
判明する範囲(A)

登記名義人の相続人
の戸籍の附票から判
明する範囲(B)
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• 登記名義人の戸籍謄本等を取得できない場合や、登記名義人の相続人が全員相続放棄をしている場合、
相続人不存在の場合は、更に、市町村が有するその他の情報を用いても所有者が判明しなければ、「所有
者不明森林」として扱い、特例措置を活用することが可能。

（４）所有者不明森林と判断できる代表例

（１）本籍地が判明しないことにより取得できない

・住民票の除票が取得できず、本籍が判明しなかった

・登記簿に記載された住所を本籍地と仮定して請求して、戸籍の該当がなかった

（２）保存期間の満了などで廃棄された

・除籍簿が保存期間満了により廃棄されていた（昭和10年以前に作成された除籍簿）

・戸籍の除附票が保存期間満了により廃棄されていた（平成26年以前に除票となったもの）

・住民票の除票が保存期間満了により廃棄されていた（平成26年以前に除票となったもの）

・戦災や災害により焼失した（東京都特別区の一部、沖縄県の大部分など）

市町村が有する情報、林地台帳、固定資産課税台帳等の情報により、所有者名と住所が判明しない

⇒

所有者不明森林、共有者不明森林の特例措置を活用

戸籍謄本等が取得できない理由の例

⇒
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５.所有者不明森林等の特例措置
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(１)森林経営管理制度における所有者不明森林等の特例措置

43

森林所有者全員が知れており、
全員が計画作成に同意

・森林所有者の一部が不明
・知れている者のうちいずれかが計画
作成に同意

・森林所有者全員が不明

原則

共有者不明森林の特例

所有者不明森林の特例

【留意事項】

○ 存続期間の上限は50年
○ 以下の場合には取消の申出可

 民間事業者に経営管理実施権
 が設定されていない場合
・共有者不明森林
→ いつでも取消申出可

・所有者不明森林
確知所有者不同意森林
（※意見書提出者に限る）
→ 計画公告から５年以降に

    取消申出可

 民間事業者に経営管理実施権
 が設定されている場合
→ ① 民間事業者の承諾を得た

または、

② やむを得ない事情かつ
    民間事業者に対し損失
    の補償を行った場合に
    取消申出可

経営管理が適切に行われていない森林の特定

経営管理の状況等を踏まえ優先順位を立てて意向調査

同意みなし

同意みなし

森林所有者
市町村
都道府県

計 画 作 成

（森林所有者の同意を徴収）

公告

裁定

異議の申出 公告から２か月以内に申出がなければ、
同意みなし

公告から２か月以内に申出がなければ、
その後４か月以内に市町村長が
都道府県知事に裁定を申請

申出

探索

確知所有者不同意森林の特例

・森林所有者の一部又は全員が不同意
勧告

裁定

不同意

同意みなし公告探索

勧告から２か月以内に同意がなければ、
勧告から６か月以内に市町村長が
都道府県知事に裁定を申請

登記名義人及び、出生から死亡まで一連の戸籍等から判明する相続人

通知

意見書
の提出

・登記事項証明書
・戸籍謄本
・住民票など
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申出 計画公告 権利設定

R8.4～法改正
共有林の間伐では
1/2超の同意で可



(２）共有者不明森林の特例措置

【取消要件】（第13条、第14条）
・ 同意したとみなされた森林所有者は、民間事業者に経営管理実施権が設定されている場合を除き、市町村の長に対し当該森林所有者に係る
部分の経営管理権の設定の取消しを申し出ることができる。

・ 同意したとみなされた森林所有者は、民間事業者に経営管理実施権が設定されている場合には、
イ 民間事業者の承諾が得られている場合
ロ 予見し難い経済情勢の変化その他やむを得ない事情があり、かつ民間事業者に対する通常生ずべき損失の補償をするとき

は、当該森林所有者に係る部分の経営管理権の設定の取消しを申し出ることができる。

※経営管理実施権が設定され、収益が還
元された場合、不確知共有者に支払われ
るべき額については、確知共有者が適切
に留保するよう指導する必要。

①数人の共有に属する森林で所有者の一部を確知できないもの（共有者不明森林）において、
②確知できている共有者のいずれかが集積計画に同意しているとき、
探索を行い、それでもなお共有者を確知できない場合は公告し、不明の共有者から公告の日から２か月以内に異議の申出
がない場合、確知できない共有者は経営管理権集積計画に同意したとみなす。【法第10条～第12条】

・森林所有者の一部が不明
・知れている全員が計画作成に同意

共有者不明森林の特例

同意みなし
計画案
作成

公告

異議の
申出

公告から２か月以内に
申出がなければ、
同意みなし

探索

意向調査

申 出
（確知所有者）

計画公告 権利設定
（上限50年）

【法第４条】 【法第10条】 【法第11条】 【法第12条】
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森林所有者

市町村

都道府県



(３)所有者不明森林の特例措置

【取消要件】（第30条、第31条）
・ 同意したとみなされた森林所有者は、民間事業者に経営管理実施権が設定されている場合を除き、原則裁定により改めて定めた計画の公告
から５年が経過した後であれば、市町村の長に対し、当該森林所有者に係る部分の経営管理権の設定の取消しを申し出ることができる。

・ 民間事業者に経営管理実施権が設定されている場合には、
イ 民間事業者の承諾が得られている場合
ロ 予見し難い経済情勢の変化その他やむを得ない事情があり、かつ民間事業者に対する通常生ずべき損失の補償をするとき

は、当該森林所有者に係る部分の経営管理権の設定の取消しを申し出ることができる。

※ 経営管理実施権が設定され、
収益が還元された場合、供託。

① 市町村は、森林所有者の全部を確知できないもの（所有者不明森林）について、不明森林所有者の探索を行い、
② それでもなお不明所有者を確知できない場合は公告し、
③ 公告の日から２か月以内に異議の申出がない場合、市町村の長は都道府県知事に対し経営管理権設定の裁定を申請。
④ 都道府県知事が裁定をし、市町村の長に通知したときは、市町村は経営管理権集積計画を定め公告するものとし、

不明森林所有者は同計画に同意したとみなす。 【法第24条～第29条】

・森林所有者全員が不明

所有者不明森林の特例

同意みなし
計画案
作成

公告

申出

公告から２か月
以内に申出が
なければ、
４か月以内に
裁定を申請

探索 計画公告 権利設定
（上限50年）

【法第４条】 【法第24条】 【法第25条】 【法第28条】【法第27条】

裁定

【法第26条】

【法第29条】
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森林所有者

市町村

都道府県

森林経営管理制度の運用主体は市町村である
ことから、法第27条の範囲を逸していない限
り、都道府県が上乗せの基準を設ける必要は
ない。
よって、都道府県は、市町村に対して、過重な
資料を求めることがないように留意。

【特例措置ガイドラインより】



(４)確知所有者不同意森林の特例措置

【取消要件】（第21条、第22条）
・ 同意したとみなされた森林所有者のうち意見書を提出した者は、民間事業者に経営管理実施権が設定されている場合を除き、市町村の長に
対し、原則裁定から５年が経過した後であれば、当該森林所有者に係る部分の経営管理権の設定の取消しを申し出ることができる。

・ 民間事業者に経営管理実施権が設定されている場合には、
イ 民間事業者の承諾が得られている場合
ロ 予見し難い経済情勢の変化その他やむを得ない事情があり、かつ民間事業者に対する通常生ずべき損失の補償をするとき

は、当該森林所有者に係る部分の経営管理権の設定の取消しを申し出ることができる。

① 市町村は、森林所有者のうち知れている者（確知森林所有者）が集積計画に同意しない場合、同意すべき旨を勧告。
② 勧告を受けた確知森林所有者が２か月以内に勧告を受諾しない（計画に同意しない）場合には、市町村の長は、勧告をし

た日から６か月以内に都道府県知事に対し、裁定を申請。
③ 都道府県知事は、裁定の申請があった場合、確知森林所有者に対して意見書の提出機会を与えた上で、必要かつ適当と

認める場合には裁定をし、市町村の長及び確知森林所有者に通知したときには、市町村は裁定に定められた内容の経営
管理権集積計画を定め、公告。確知森林所有者は当該計画に同意をしたものとみなす。 【法第16条～第20条】

・森林所有者の一部又は全員が不同意

確知所有者不同意森林の特例

同意みなし
計画案
作成

意見書
の提出

２か月以内に受諾
しない場合、
勧告した日から
６か月以内に裁定
を申請

勧告 計画公告 権利設定
（上限50年）

【法第４条】 【法第16条】 【法第18条：意見書の提出】 【法第20条】【法第19条】

裁定

【法第17条】

4646

不同意

通知

通知から
２週間以内

【法第18条】

【法第17条：裁定の申請】

※本特例の活用にあたっての留意事項は、
運用通知第９を参照すること。

森林所有者

市町村

都道府県



• 森林所有者と思われる者が死亡していた場合は、戸籍謄本に記載されている相続人を探索。

（５）相続人の探索 所有者不明森林等の特例措置を活用する場合 ― 概要

概要

 戸籍謄本等で、不明森林所有者が死亡して
いることが判明した場合、当該者の戸籍謄本
に記載されている相続人を確認する。
（※当該者の戸籍謄本から判明する以上の
相続人を探索する必要はない。）

 相続人を確認するためには、被相続人が生
まれてから死亡するまでの一連の戸籍を取
得する必要がある（前婚の子、婚外子が存在
することがあり、それらすべてを捕捉する必
要があるため）。

 相続人が所在不明になっている場合は、森
林経営管理法における特例措置活用の手続
に進む。

１

その

相続人の「戸籍の附票の写し」を請求

・ 戸籍謄本等で確認した相続人の本籍地の市町
村に、相続人の戸籍の附票の写し又は消除さ
れた戸籍の附票の写しを請求。（※相続人につ
いては戸籍謄本を取得する必要はない。）

２

その

相続人の現住所を確認

• 入手した戸籍の附票の写し等から、不明森林
所有者の相続人の現住所を確認。

• 判明した現住所に意向調査票を送付。
• 相続人が死亡していて、当該相続人の戸籍の

附票の写し等から、相続人の相続人（孫等）の
現住所が判明した場合には、当該者に意向調
査票を送付。

• 相続人の相続人（孫等）も所在が分からなけ
れば、所有者不明森林（第11条）又は共有者
不明森林（第25条）の特例措置活用の手続
に進む。
（※相続人の戸籍の附票の写しから得られる
情報のみで判断。）

ワンポイント

 相続関係説明図（家系図のようなもの）を作成する
と、相続人を整理しやすくなります。
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【１】登記名義人の出生から死亡まで一連の戸籍謄本、除籍謄本、
改製原戸籍謄本を取得した場合に判明する相続人※１を確認

＜登記名義人の戸籍謄本等で判明する相続人の範囲＞

48

• 法令の規定（森林経営管理法施行令第1条、施行規則第9条）により、探索する範囲は、登記簿上の所有者及びその所有者
の戸籍謄本、除籍謄本、改製原戸籍謄本から判明する相続人※１に限られる。

• 公的書類が取得できない（ ＝「戸籍」が見つからない）場合は、不明森林所有者として扱って差し支えない※２

＜相続人の探索の方法＞

登
記
名
義
人

兄
弟
姉
妹

父 母

孫 相続人（子）の戸籍の附
票で判明する相続人の
相続人（孫等）の範囲

孫
の
配
偶
者

登記名義人の
戸籍等から判明する
相続人の範囲

子
の
配
偶
者

曾
孫

子

配
偶
者

【２】存在が判明した相続人について、「戸籍の附票」「消除された
戸籍の附票（除附票） 」を請求。

【３－１】 「戸籍の附票」が取得できた場合、判明した現住所に意
向調査票を送付。

【３－２】 相続人（子）が死亡している場合は次のスライドへ。

※１ 配偶者と子であることが一般的だが、配偶者や子がいない場合、以降
の順位（第２順位：直系尊属、第３順位：兄弟姉妹）の相続人が探索の範
囲となるほか、旧民法下などで家督相続が行われている場合は長子の
みが相続人となる。

※２ ただし、不明森林所有者の情報を有すると思われる者がいる場合は、
占有者等4類型の者への聞き取り等が必要。

（５）相続人の探索 所有者不明森林等の特例措置を活用する場合 ― 探索の範囲



＜登記名義人の戸籍謄本等で判明する相続人の範囲＞

• 相続人（子）が亡くなっている場合であって、当該相続人（子）の「消除された戸籍の附票（除附票）」から、相続人の相続人
（登記名義人の孫等）の現住所が判明した場合、当該相続人の相続人（孫）に対して、意向の確認を行う

＜相続人の探索の方法＞

（５）相続人の探索 所有者不明森林等の特例措置を活用する場合 ― 探索の範囲

相続人（子）の戸籍の附
票で判明する相続人の
相続人（孫等）の範囲

登記名義人の
戸籍等から判明する
相続人の範囲

登
記
名
義
人

兄
弟
姉
妹

父 母

配
偶
者

孫
孫
の
配
偶
者

子
の
配
偶
者

曾
孫

子

【３－２】「消除された戸籍の附票（除附票）」などから、相続人（子
）が亡くなっていると判明した場合、 「消除された戸籍の附票（
除附票）」に記載されている、当該相続人（子）の相続人（孫等）
の現住所を確認

⇒当該住所に意向調査票を送付。転籍をしている場合には、相
続人（子）や当該相続人の相続人（孫等）の「戸籍謄本」を取得し

   て、転籍先を探す、あるいは曾孫等を探すといったことを行う
   必要はなく、特例措置の活用に進むことが可能。

• 曾孫世代以降の探索を進めた場合であっても、任意の時点で
特例措置の手続に進むことが可能。

• 具体的には、その時点までに判明した森林所有者全員の戸籍
の附票で判明した住所に意向調査票を送付して、同意の取得
を行う。その結果、意向調査票が到達しなかった森林所有者に
ついては、「所有者不明」として扱い、特例の手続に進む。

• 相続人を探索するために、現地での聞き込みなどのフィールド
ワークを実施する必要は一切ない。
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• 市役所、町村役場から取得した、登記名義人が生まれるから亡くなるまでの戸籍謄本等を取得して、相続関係図を作成。

• 法定相続人一覧を整理して、確知した住所地に意向調査票等を送付する。

（５）相続人の探索 ― 探索した相続人情報の整理

家督相続

相続人（存命）

相続人（死亡）

相続人（存命）

②相続関係図の作成 ③法定相続人一覧の作成

市役所・町村役場

①戸籍謄本等の請求
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(６） 特例の活用事例

特例を活用し、集積計画を作成した事例

事例① 共有者不明森林｜群馬県甘楽町

事例② 共有者不明森林｜長崎県波佐見町

事例③ 共有者不明森林｜北海道千歳市

事例④ 所有者不明森林｜青森県三戸町

事例⑤ 共有者不明森林·確知所有者不同意森林｜京都府綾部市
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 甘楽町は、本制度の財源となる森林環境譲与税が少額であることから、林業事業体への再委託（配分計画の作成）を前
提として、森林経営管理制度を運用。

 共有者が一部不明の森林で、本制度に係る共有者不明森林の特例措置を適用。今後、所有者が判明した森林で作成した
集積計画と一体的に、林業事業体への再委託を行う予定。

 対象森林は、道路沿いの谷筋にあり、林内
にはかつて整備された作業道がある。

 令和元年度に、対象森林の所有者25名に対
して意向調査を実施。その結果、22名から
回答があり、うち16名が委託希望と回答。

 所有者全員が判明した森林17haについて、
令和５年３月に集積計画を公告。

 スギ42年生の人工林で地区代表者４名の連
名で登記された森林3.3haについて、 代表
者のうち３名は相続登記が行われていたた
め、同意取得できたが、残る１名は所在不
明。

【対象森林の概要】
 所在不明者の登記簿上の住所は町内で、
住民票から、明治８年生まれ、昭和22年
に死亡していることが判明。

 戸籍謄本から、配偶者と子６名がいるこ
とが判明。配偶者は昭和32年に死亡。子
６名も全員、婚姻により除籍。

 子６名について戸籍の除附票等を確認し、
全員が死亡していることが判明。

【所有者探索の結果】

 令和６年５月に、17ha分に加え、3.3ha
分の集積計画を合わせて、配分計画を作
成。

 計画期間は15年間。施業内容は、主伐・
再造林も含むが、当該共有者不明森林で
は間伐のみを行う予定。

【経営管理の内容】【具体的な手続】
令和元年度：対象森林の意向調査を実施。
令和２年度：対象森林の経営管理集積計画案

を作成。
令和４年度：対象森林の所有者同意取り付け、

境界測量を実施。
令和５年３月：17ha分の集積計画を公告する

とともに、3.3ha分について共
有者森林の特例措置に関する
公告を開始（同年９月まで）。

集積計画作成済み森林（17ha）

共有者不明森林（3.3ha）

【事例①】共有者不明森林における集積計画の作成｜群馬県甘楽町
か ん ら ま ち
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 波佐見町では、東彼杵郡３町と東彼杵郡森林組合が連携し、10年以上施業履歴がない私有人工林を抽出。それらの森
林の整備に森林経営管理制度を活用。

 集積計画の対象森林のうち、一部の森林について共有者が不明。町は共有者不明森林の特例措置を活用し、経営管理権
を設定した上で、間伐を実施。

 対象地区は、集落に隣接しているものの、
10年以上施業履歴がなく、手入れが必要な
森林が多数存在。

 令和５年度までに周囲の14.51haの森林で
集積計画を作成。令和５年以降、森林整備
を実施予定。

 当該共有者不明森林（3.78ha）についても、
施業履歴がなく、一体的に森林整備を実施
する必要があるため、特例措置を活用する
こととした。

【対象地区の概要】
 登記簿上の所有者は１名。
 相続人への聞き取りから、登記
名義人が死亡していることを確
認。

 戸籍謄本等から、登記名義人の
相続人は５名いることが判明。

 戸籍謄本等を取得し探索したも
のの、相続人のうち１名につい
て所在不明。

【探索の結果】

 計画期間は10年間。期間内に
１回以上の間伐、年１回の巡
視を実施予定。

 施業の実施にあたり、渓畔林
における不要な伐採は控える
等、生物多様性に配慮。

 令和６年３月に間伐を実施。

【経営管理の内容】【具体的な手続】
 令和３年度：対象地区の意向調査を実施。
 令和５年度：当該森林所有者の探索実施。
 令和５年５月：集積計画案を作成した森林に
ついて、共有者の一部が不明であったため、
経営管理権集積計画案の公告を開始。

 令和５年12月：６か月以内に異議の申出がな
かったため、集積計画を公告し、経営管理権
を設定。 集積計画作成済み森林（14.51ha）

共有者不明森林（3.78ha）

【事例②】共有者不明森林における集積計画の作成｜長崎県波佐見町

登記名義人
（平成28年死亡）

所在不明

相続人

は さ み ち ょ う
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 千歳市では 、意向調査及び現地調査の結果をもとに「森林整備フロー」に沿って整備方針を整理。そのうち一団の形
成が見込まれる森林をモデル団地として設定し、市の森林経営管理事業による森林整備に取り組んでいる。

 モデル団地内の人工林について、共有者の一部が不明。市は共有者不明森林の特例措置を活用し、経営管理権を設定し
た上で、周囲の森林と一体的に間伐を実施。

 対象地区は、約4.5haのトドマツ（一部カラ
マツ）人工林（うち特例適用0.1ha）

 森林所有者14名（うち特例適用１名）
 風害による倒木や傾斜木等による被害が発
生しており、市道に面していることから、
今後の被害を未然に防ぐため、市は特例措
置を活用し、森林整備を実施

【対象地区の概要】
 登記簿上の所有者は２名
 共有者２名のうち、１名が宛先不明
 登記簿に記載されている住所の市町村に対し住民票、
戸籍謄本、除籍謄本等を請求したが、該当なしと回答

【探索の結果】

 計画期間は５年間
 間伐及び倒木・危険木の処理を実施
 台風の後など、年２回程度の巡視を実施し、被害を確
認した場合は、必要に応じて被害木を整理する

【経営管理の内容】

【具体的な手続】
 令和元～２年度：対象森林の選定、意向調査
実施

 令和３年度：モデル団地を設定し、団地内の
森林所有者に事業内容の事前説明

 令和４年11月：確知している共有者から集積
計画案の同意を取得

 令和４年12月：団地内の森林について、共有
者のうち１人が不明であったため、共有者不
明森林の特例措置に係る公告を開始

 令和５年７月：６か月以内に異議の申出がな
かったため、集積計画を公告し、経営管理権
を設定

 令和５年10月：集積計画に基づく施業実施

森林整備フロー

【事例③】共有者不明森林における集積計画の作成｜北海道千歳市
ち と せ

公道沿いの倒木

集積計画
作成済み森林
共有者
不明森林

周辺の集積計画作成状況
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 三戸町では、特に民家等の保全対象に近接する森林から優先的に本制度を活用して、森林整備を進めていく方針。
 町の中心部に位置し、住宅地に隣接した森林の一部で倒木が発生し、整備の必要性があるものの、所有者全員が不明。
町では、所有者不明森林の特例措置活用を決定。町は６カ月間の公告、県による裁定等を経て、集積計画を公告し、経
営管理権を設定した。

【事例④】所有者不明森林における集積計画の作成｜青森県三戸町

 対象地区は、住宅に隣接しており、
広葉樹を主体とした林分で、三戸町
森林整備計画において、保健機能を
特に発揮すべき森林として位置付け
られている。

 しかしながら、一部では倒木が発生
し、景観や安全・安心の観点から、
周辺の住民からは町に対して対応を
求める声が上がっていた。

 このため町は森林経営管理制度を活
用して森林整備を進めることとした。

【対象地区の概要】
 登記名義人は１名。
 探索の結果、相続人が
全員死亡し、同意を取
ることができないこと
から、町は所有者不明
森林の特例を活用。

【探索の結果】

 今回対象とする林分は、町森林整備計画では、保健機能森林に指定さ
れており、景観の保護に配慮した施業を行うこととされているが、森
林の現況に鑑みて、こうした施業が行われているとは言い難い状況。

 そのため、町では、皆伐を行って低木樹種の植栽を実施したい考え
（経営管理権の存続期間は20年で設定）。

【経営管理の内容】

【具体的な手続】
 令和２年度：町内全ての森林所有者を対象に意向調査を実施。
 令和３年度：意向調査の結果を踏まえ、制度の運用方針を決定。
 令和４年8月：対象地区の探索を実施。
 令和４年12月：所有者不明森林の特例措置の活用のため、集積
計画案の公告を実施。

 令和５年９月：６カ月間の公告期間中に申出がなかったため、
町は県へ裁定を申請。

 令和５年11月：県は、経営管理権を町に集積することは必要か
つ適当であると判断し、裁定を実施。

 令和５年12月：町は集積計画を公告し、経営管理権を設定。

【青森県による裁定】
 裁定申請を受け、県では法第27条
に規定される事項について、所有
者探索状況、施業履歴、倒木の発
生状況を現地調査も交えて確認。

 結果、当該森林では、現に経営管
理が行われておらず、経営管理権
を町に集積することは必要かつ適
当と判断し、裁定を実施。

＜対象林分空中写真＞ 倒木

さ ん の へ ま ち
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 対象森林は、傾斜が40度近くになる箇所があり、集落の道も
狭く、林業機械のアクセスも限定されることから、販売利益
を見込んだ搬出間伐は困難な状況。

 対象森林の周囲では、伐捨間伐を前提として経営管理権集積
計画の同意取得を進めてきたことから、同様の内容で同意を
取得（経営管理権の存続期間は５年で設定）。

 モデル地区（16ha）は集落や幹線道に
接しているが、10年以上にわたって手
入れがされておらず、森林整備の優先
度が高い状況。

 令和３年４月までに、5.57haで集積計
画を作成し、順次、間伐を実施。残る
0.33haの森林について、所有者の一部
が不明等だったことから、特例活用に
向けた手続きに着手。

【モデル地区の概要】
 共有林（0.33ha）の登記名義人は25名。
 探索の結果、148名の共有者が判明（同意依頼等により最終的
に147名が対象者と判明）。139名から同意を取得。３名が宛
先不明、５名が未回答又は口頭で不同意（関わりたくない等）
の意思表示。このため、確知所有者不同意森林及び共有者不明
森林の特例措置を活用。

【所有者探索の結果】

【経営管理の内容】

モデル地区の状況

７筆

９筆

21筆

５筆

5.57ha

0.33ha0.33ha

１筆１筆

【意向調査から森林整備までの流れ】
 令和２年１月：モデル地区の意向調査を実施。
 令和２年６月～11月：モデル地区の相続人の探索を実施。
 令和３年１月：モデル地区の意向調査を実施（共有林含む）。
 令和３年７月：共有林（0.33ha）の確知した相続人に同意依頼。
 令和３年８月：同意の回答がなかった所有者に対して、同意の勧告
を実施（さらに回答がなかった所有者に対し、９月に再度勧告）。

 令和４年２月：未回答又は不同意（関わりたくない等）の共有者に
関し、京都府に対して、確知所有者不同意森林の裁定を申請。意見
書の提出等の手続きを経て、同年９月に京都府が裁定を実施し、同
意みなしが確定。

 令和４年10月：宛先不明の共有者に関して、共有者不明森林の特例
措置適用のため、集積計画案の公告を実施

 令和５年４月：集積計画案に対して、６か月以内に異議の申出がな
かったため、集積計画を公告し、経営管理権を設定。

 令和５年５月：当該森林を含む1.18haについて、間伐を実施。

※１名は相続発生前に死亡（対象外）、１名は死亡

【事例⑤】共有者不明森林·確知所有者不同意森林における集積計画の作成｜京都府綾部市
 綾部市では、人工林の約６割で過去10年間に手入れが行われていないことから、モデル地区を設定して、森林経営管

理制度を活用した森林整備を推進。同意が容易に取得できた森林から、順次、経営管理権集積計画を作成。
 市内の共有林について、森林経営管理制度の特例措置である確知所有者不同意森林の特例措置及び共有者不明森林の

特例措置を活用して森林整備を実施。

あ や べ



• 森林経営管理制度の特例措置は、森林の有する公益的機能の発揮はもちろんのこと、木材生産を目的とす
る場合なども含め、地域のニーズに応じて、柔軟に活用が可能。

• 森林整備が必要かどうかの判断やどのような経営管理を行うかといった点も、特例措置であるという理由
で特別な判断基準の設定や経営管理を行う必要はない。

所有者不明森林等の特例措置活用に当たっての考え方

〔 天然林の扱いに迷っている 〕
Q： 所有者が不明な天然林について、特例措置を活用した管

理を行うことは可能か。
A： 例えば、人為による施業が必要な場合や、周辺の人工林と

一体的に管理することで効率的な経営管理の実施が見込
まれる場合など、市町村が「必要かつ適当」と認めれば、特
例措置を活用することが可能。

〔 存続期間の設定に迷っている 〕
Q： 経営管理権の存続期間は、どの程度の長さに設定すれば

よいか。
A： 特例措置の活用に当たって、特別な期間設定とする必要は

なく、経営管理の目的や内容に沿った期間設定を行うこと
で、差し支えない（既に周囲の森林で経営管理権を設定し
ている場合は、周囲と同様の期間にする等）。

        不明共有者以外の共有者から継続的な管理の要望がある
場合には、長期の期間設定とすることも可能。

ガイドラインに掲載している主なQ＆A（抜粋）

〔 全ての相続人が権利を放棄していた 〕
Q： 登記名義人の相続人に確認したところ、「全員が相続放棄

している」との回答であった。このような場合、特例措置を
活用することは可能か。

A： 相続人全員が相続放棄をしており、その他の関係権利者も
存在しない（存在の有無も確認できない）場合は、森林所有
者が「全員不明」であるとみなして、所有者不明森林の特例
措置を適用することが可能。

〔 自分はその森林に無関係で、持分を放棄したいとの
希望があった 〕

Q： 共有者の一部から、自分はこの森林とは関係がなく、共有
持分を放棄したいとの申し出があった。どのように対応す
るべきか。

A： 共有持分の放棄は単独で行うことができるが、一般には、
持分の放棄を他の共有者に通知した上で、登記を行うこと
が必要。この事務は、森林経営管理制度の範囲を超えるこ
とから、必ずしも、市町村が対応する必要はない。
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６.その他法制度の活用
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• 森林経営管理法以外にも、共有者の一部が不明であっても、共有者自らで森林整備を進めることができる仕組みあり。

• 共有者不確知森林制度、認可地縁団体が所有する不動産にかかる登記の特例、入会林野近代化法は、行政機関による手
続きのみで対応可能。

(1）行政機関による手続のみで対応可能な制度

不明共有者の立木持分を取得、土地使
用権の設定

集落有林で関係権利者が多数に及ぶ森
林の権利関係を整理

①共有者不確知森林制度

②認可地縁団体が所有する不動産にかかる登記の特例（地方自治法260条の38）

入会林で関係権利者が多数に及ぶ森林
の権利関係を整理

③入会林野近代化法

共有となっている森林の所有者が、自ら立木
の伐採・販売を行いたいが、共有者の一部が
不明となっていて、全員の同意が得られない。

施業を行おうとする森林が集落有林であるた
め、関係権利者が多数にわたり、権利者全員
からの同意を取得できない。

登記簿上、共有名義となっている入会林野（集
落の慣習に従い、薪炭材、草等を採取するた
めに使われていた山林原野）について、所有関
係を明確にしたい。

共有者自らが立木の伐採等を行おうとする場合に、所有者の一部が特定できなくても、又は所在不明で共有者全員の同
意が得られなくても、伐採や造林を可能にする制度

地縁団体の構成員又はかつて構成員であった者が登記名義人となっている場合に、市町村長が発行した証明書を添付す
ることにより、当該不動産について、当該地縁団体（＝認可地縁団体）を登記名義人とする登記申請をすることを可能と
する制度

都道府県知事の認可を経て、入会林野の入会権を消滅させ、所有権の設定等を可能とする制度
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【事例】共有者不確知森林制度の活用｜北海道磯谷郡蘭越町

• 共有林の所有者Aが、共有林における立木の伐採及び造林を行う計画を立案。

• Ａは、DMの送付や森林組合への聞き取り等により共有者の探索を行った。

• その結果、60名の共有者のうち21名の同意を取得したが、残る39名は所在不明であったため、

共有者不確知森林制度を活用して、不確知共有者の立木持分を取得。

 森林面積：41ha
うちカラマツ（62～70年生）、29ha
うち天然林（57～87年生）、12ha

 共有状況：
所有者A（持分割合95.6%）（※制度を活用した者）、
その他60名（持分割合 4.4%）

【対象林分の概要】【具体的な手続】

 所有者Aによる申請

平成30年8月に、Ａは蘭越町に、共有者不確知森林の不確
知立木持分及び不確知土地使用権の取得に関する「公告」を
申請。

 市町村による公告

平成30年9月に、蘭越町は、不明であった39名の共有者
について、共有者不確知森林制度の適用に関する「公告」を
実施。公告から6か月を経過しても、39名の共有者から異
議の申出がなかったため、蘭越町はAにその旨を通知。

 都道府県による裁定

令和元年7月、Aは北海道に対して「裁定」を申請。令和元
年10月に、北海道は、Ａに対して、「共有者不確知森林の不
確知立木持分及び土地使用権を取得すべき」旨の「裁定」を
実施。

 所有者Aによる伐採

令和元年10月から令和3年10月の間に、Aは伐採を実施。
収益のうち、不確知共有者の補償金分は、法務局に供託。
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• 令和5年4月1日から、改正民法により、共有者の一部が不明な場合であっても、裁判所の関与により、共有者自らで整備
を実施できる新たな仕組み（共有持分の取得、不明共有者を除いた合意形成、所有者不明土地管理制度）が導入。

(２)司法機関の関与が必要な制度

②不明共有者を除いた合意形成（改正民法251条，252条）

①共有持分の取得（改正民法262条の２）

共有状態を解消して森林整備

確知した所有者のみで保育間伐を実施

共有となっている森林の所有者が、自ら立木
の伐採・販売を行いたいが、共有者の一部が
不明で、全員の同意が得られない。

共有となっている森林の所有者が、自ら共有
林の間伐（伐採・搬出なし）を行いたいが、共有
者の一部が不明であり、持分の過半数の同意
が取得できない。

共有者の一部が不明であっても、裁判所の決定を得て、所在等が知れている共有者の同意ないし過半数により、共有物の
変更・管理を可能とする制度

裁判所の決定を得て、共有者が所在等不明共有者の不動産の持分を取得することを可能とする制度

所有者不明の隣接地との境界確定等を実施

③所有者不明土地管理制度（改正民法264条の２～８）

森林所有者が、自ら所有する森林の整備を行
いたいが、隣接する森林の所有者が分からず、
境界の確認や林道の整備ができない。

裁判所が「所有者不明土地管理人」を選任することにより、所有者が不明となっている特定の土地の管理を可能とする制度
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• 相続土地国庫帰属制度は、令和5年４月２７日に施行。「申請の手引き」や具体の運用について定めた「運用通達」等が公表
されている。

• 相続登記の申請義務化は、令和６年４月１日に施行。

• 住所等変更登記の申請義務化は、令和８年４月１日に施行。 → 国民への周知等が求められる。

（３）その他の法制度

登記がされるようにするための

不動産登記制度の見直し（発生予防）

②住所等の変更登記の申請義務化

• 他の公的機関（住基ネット等）

から取得した情報に基づき、登

記官が職権的に変更登記をす

る方策を併せて導入

① 相続登記の申請義務化

• 相続人申告登記の創設な

どの負担軽減策・環境整備

策をパッケージで併せて導

入

土地を手放すための

制度の創設（発生予防）

○ 相続土地国庫帰属制度の創設

• 相続等により土地の所有権を

取得した者が、法務大臣の承認

を受けて、その土地の所有権を

国庫に帰属させることができる

制度を創設

令和６年４月１日施行令和５年４月27日施行
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（3）その他の法制度 （相続土地国庫帰属制度①）

相続土地国庫帰属制度

① 相続又は相続人への遺贈により手に入れた土地
について、所有者の申請により、承認された場合
は、土地を国に引き渡すことができます。

② 制度の利用には、審査手数料及び負担金の納付
が必要です。

③ 国が引き取ることができる土地について、一定
の要件があります。

④ 申請先は、土地の所在する法務局の本局です。

<相続土地国庫帰属制度のポイント>

<手続イメージ>

<帰属ができない土地>

（１）申請ができない土地
（申請の段階で直ちに却下となる土地）
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（3）その他の法制度 （相続土地国庫帰属制度②）
（２）帰属が承認できない土地
（審査の段階で該当すると判断された場合に不承認となる土地）

<審査手数料>

<負担金>
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負担金は、土地の性質に応じた標準的な管理費用を考慮して算出
した、１０年分の土地管理費相当額です。
要件審査を経て承認を受けた方は、負担金通知を受け、政令に

よって定められた金額を支払う必要があります。１０年分の管理費
相当額の納付が必要となるのは、帰属の承認を受けた時の一度のみ
です。



（3）その他の法制度 （相続登記の申請義務化①）

詳細について（法務省HP）

 相続人は、不動産（土地・建物）を相続で取得したことを

知った日から３年以内に、相続登記の申請を行う義務。

 法施行（R6.4.1）より前に相続した不動産も、義務化の対

象（R9.3.31までの申請が必要）。

 正当な理由がないのにその申請を怠ったときには、

10万円以下の過料が科される可能性。

 遺産分割が成立した場合、成立日から３年以内にその内容を

踏まえた登記申請を義務付け（相続人申告登記の対象外）。

相 続 登 記 の 義 務 化

 相続人が申請義務を簡易に履行することができるよう

新たな登記を設ける。

 ① 所有権の登記名義人について相続が開始した旨と、

② 自らがその相続人である旨を

申請義務の履行期間内（３年以内）に登記官に対し申し

出ることで、申請義務を履行したとみなされる。

（所要の審査の上、職権で登記に付記。）

 登録免許税は非課税・単独で申出可・添付書面も簡略化

相続人申告登記制度～不動産を相続で取得したら～ ～早期の遺産分割が困難なときは～

 制度の詳細は、法務省資料をご確認ください。

 ご不明な点は、法務省、法務局までお問い合わせください。

お 問 い 合 わ せ 先

 令和６年４月１日から相続登記の申請が義務化。

 被相続人の死亡から10年を経過した後にする遺産分割は、原則として、具体的相続分を考慮せず、法定相続分又は指定

相続分によって画一的に行う。

 施行前（R5.4.1）に被相続人が死亡した場合にも適用。経過措置として、少なくとも施行時から５年の猶予期間。

遺産分割に関する新たなルール（R５．４．１施行済）

 所有権の登記名義人に対し、住所等の変更日から２年以内にその変更登記の申請をすることを義務付け。（罰則規定あり）

氏 名 ・ 住 所 の 変 更 登 記 の 義 務 化 （ R 8 . 4 . １ 施 行 ）

（改正不動産登記法 第76条の２、第76条の３第４項、第164条第１項等） （改正不動産登記法 第76条の３）

（民法 第９０４条の３）

(改正不動産登記法 第７６条の５、第１６４条第２項）

遺産分割したら登記
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https://www.moj.go.jp/MI
NJI/minji05_00343.html



（3）その他の法制度 （相続登記の申請義務化②）
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（3）その他の法制度 （住所・名前の変更登記の申請義務化）

67



 森林経営管理制度の特例措置の活用により、これまで、所有者と連絡が取れないために
手入れができなかった森林を整備することが可能となります。

 特に、共有者不明森林の特例措置は、市町村のみの手続で完結するため、比較的に簡便
に活用することが可能です。

 探索の範囲は、限定（登記簿上の所有者及び戸籍等から判明する相続人）されています。
探索のために、直接訪問等のフィールドワークを行う必要はありません。

 特例措置の活用に当たって、特別な判断基準の設定や経営管理を行う必要もありません。

 特例措置の活用に当たってご不明・ご不安なことがありましたら、独りで悩まずに、林野
庁までご相談願います（一緒に悩みます！）。

おわりに
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